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流域圏環境管理に関わるNPOの実態と発展条件

― NPOへのアンケート結果から ―

福与徳文＊・八木洋憲＊・筒井義冨＊＊・三橋伸夫＊＊＊・鎌田元弘＊＊＊＊

〔 〕農工研技報 202
19～34，2004

＊農村計画部地域計画研究室
＊＊農村計画部上席研究官
＊＊＊宇都宮大学工学部
＊＊＊＊千葉工業大学

平成15年12月17日受理

キーワード：NPO・流域圏環境管理・パートナーシップ

自治会・アンケート調査

＊１「流域圏」とは，内閣府総合科学技術会議主宰の｢自然共

生型流域圏・都市再生技術研究統合型イニシアティブ」にお

ける用語で，その構成要素には河川・湖沼・森林・農地・農

業用水路・海岸などを含み，「流域」より広い概念である。

Ⅰ 緒　言

河川の上流域にある中山間地域では過疎化や高齢化によ

って，下流域にある都市近郊地域では混住化や兼業化によ

ってコミュニティの環境管理機能が低下し，河川や水利施

設，棚田や里山など，流域圏＊１の環境管理を地域住民だ

けでは充分に行えず，流域圏環境が荒廃する事態が生じて

いる。一方近年では，NPO（Non-Profit Organization，

民間非営利団体）が河川清掃や間伐作業などを行うケース

も各地で見られるようになり，流域圏環境管理に関わる支

援組織としての期待が高まっている。こうした中，2002

年には自然再生推進法が成立し，2003年度からは田園自

然環境保全・再生支援事業など，NPOの参加を想定した

事業制度も展開されはじめている。

NPO及びその活動に関しては，既に様々な指摘がある。

既往の研究などから，流域圏環境管理に関わるNPOにつ

いて明らかにすべき課題を整理すると以下のようになる。

目　　次

①1998年に特定非営利活動促進法（以下，NPO法）が

成立して以降，一種のブームにのって設立した団体が多く，

NPOの活動の質は「玉石混交」であるといわれている。

たとえば日本経済新聞（2003年３月９日）で「NPO急増

格付け時代がやってくる」といった記事が特集されたよう

に，NPOの格付けも議論されるようになった。そこで流

域圏環境管理に関わるNPOも，NPO一般と同じように近

年ブームに乗って活動を開始した団体が多いのか，また，

このような活動を開始して間もない「若い団体」はどのよ

うな問題点を抱えているのかを明らかにする必要がある。

②我が国のNPOは一般に小規模な「草の根団体」が多

く，活動資金も会費収入に依存し，財政規模も弱いといわ

れている（鳥越2000，山下1999）。そこで流域圏環境管

理に関わるNPOに関しても，その財政規模と活動資金の

獲得方法を明らかにする必要がある。

③NPOの活動にとって行政機関や民間企業等とのパー

トナーシップが重要であることは，多くの研究で指摘され

ている（長谷川2000，高田2001，三橋・鎌田2001）。
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NPOが流域圏環境管理活動を行っていく上でも，パート

ナーシップの役割は大きいと思われる。そこで，流域圏環

境管理に関わるNPOのパートナーシップの現状と，NPO

による流域圏環境管理をより発展させるためのパートナー

シップのあり方を明らかにする必要がある。

④NPOの所在地は大都市圏に多いといわれている（三

橋・鎌田2001，福与2002）。ところで，流域圏の中でも

環境の荒廃が懸念される上流域（中山間地域）は，多くの

NPOが所在する下流域（都市地域）から離れている。つ

まり，流域圏環境管理の新たな支援組織として期待される

NPOが，環境管理の需要が大きい地域から遠隔地に存在

する可能性が高いのである。そこで，流域圏環境管理に関

わるNPOの所在地と活動地域の現状と課題を明らかにす

る必要がある

⑤NPOの活動の本質的な問題点として指摘されている

のが，NPOと受益者，資金提供者の間に生じているミス

マッチの問題である（田中1999）。環境管理に関しても地

元側のニーズとNPOの活動内容との間にはミスマッチが

生じているといわれている（福与2002）。流域圏環境管理

に関わるNPOが，活動地域の住民のニーズに合致する活

動をし，その実効性を上げていくためには，地域住民と良

好な関係を構築していかなければならない。そこで，流域

圏環境管理に関わるNPOはどのような活動を行っている

のか，地元自治会とは良好な関係を構築しているのかを明

らかにする必要がある。

本報告では，これらの課題をNPOへのアンケート調査

によって明らかにするとともに，NPOによる流域圏環境

管理をより発展させるための条件を提示する。

Ⅱ アンケートの方法

１　質問項目

緒言で述べた問題意識から，アンケート調査票を次の質

問項目で構成した（付録参照）。

（1）組織について

1）認証年

2）活動開始年

3）事務局の所在地

4）財政規模

5）活動資金源

6）会員数

7）中心的に活動している会員数

（2）パートナーシップについて

1）パートナーと連携内容

2）最も頼りになるパートナー

3）今後連携したいパートナー

（3）活動地域について

1）活動地域の分布範囲

2）活動地域の数

3）活動地域名

4）活動回数

（4）活動内容

1）活動内容

2）活動上の問題点

（5）活動地域の自治会との関係

（6）行政に対する期待

（7）自由記入

（8）団体名と連絡先

なお，近年，研究機関や行政機関等からのアンケート調

査が多く，NPO側から「アンケート公害」という批判が

上がっている点，回答しやすいようにという点に配慮し，

調査票はA４版で４ページ以内にとどめ，回答方法は極力

選択肢によるものとした。

２　対象団体

調査対象とした団体は，日本NPOセンター「NPO法人

データベース（2002年６月時点）」から抽出した特定非営

利活動法人（以下，NPO法人）である＊２。

まず，同データベースにあるNPO法人のうち「環境の

保全」を活動分野として掲げている933団体を抽出し，次

にそれらの「活動目的」，「主な事業内容」にあるキーワー

ドから流域圏環境管理活動に関わると判断される271団体

を抽出した。抽出した271団体全てに調査票を郵送し

（2002年８月），123団体（45％）から回答を得た＊３。

Ⅲ 流域圏環境管理に関わるＮＰＯの実態

ここではアンケートの単純集計結果を中心に，流域圏環

境管理に関わるNPOの実態を明らかにする。

１　組織について

ａ　認証年と活動開始年

アンケートに回答した団体（以下，回答団体）がNPO

＊２流域圏環境管理活動を行うNPOには，法人格をもたない団

体も多く存在するが，それらを全国的に把握することは極め

て困難であるため，本調査ではNPO法人に調査対象を限定

した。
＊３271団体の所在地の分布は，北海道５％，東北９％，関東

38％，北陸７％，東海14％，近畿15％，中四国７％，九州

沖縄５％であった。一方，回答123団体の所在地の分布は，

北海道７％，東北11％，関東36％，北陸７％，東海13％，

近畿11％，中四国８％，九州沖縄７％であり，対象271団体

の分布と類似している。所在地の分布で見る限り，回答

NPO法人は対象NPO法人を代表しているといえよう。
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法人に認証された年は，Fig.１のとおりである。1999年

と2002年に認証された団体が少ないが，前者が少ないの

は認証開始直後であったためで，後者は調査対象団体の抽

出時点以降（2002年６月）に認証された団体が対象にな

らなかったためである。

実際に活動を開始した年を聞いたところ，回答団体の

84％が1990年以降に活動を開始し，そのうち54％が

1999年以降，すなわちNPO法成立以降に活動を開始して

いる（Fig.２）。近年，NPO法人の設立は一種のブームと

なっているが，流域圏環境管理活動を行っている団体もブ

ームに乗ってごく最近活動を開始し，法人としての認証も

同時期に受けた団体が多いことを示す。

ｂ　所在地

回答団体の事務所（事務局）の所在地は，関東が他より

ずば抜けて多い（Fig.３）。関東に続くのも東海，近畿と

いわゆる大都市圏で，この３地域を合わせると全体の６割

を占める。また，都道府県別にみると東京が21団体と最

も多い。一般にNPOは大都市圏に多いといわれているが，

Fig.３は，流域圏環境管理活動を行っている団体の多くも，

大都市圏に事務所（事務局）を構えていることを示す。

ｃ　財政と会員数

我が国のNPOは，会費収入に依存し，それゆえ財政規

模も小さいといわれている。そこで，流域圏環境活動を行

っている団体もNPO一般と同じ状況かどうかを確かめる

ために，財政規模と活動資金源を聞いた。

ほとんどの団体で個人会費が活動資金調達の柱となって

おり，逆に民間企業等からの寄付が占めるウェートは小さ

い（複数回答，Fig.４）。

その会費の源泉となる会員数は100人未満の団体が77

団体（63％）と，小規模な団体が過半を占める（Fig.５）。

また，全会員の中で中心的に活動しているメンバーの数を

聞いたところ「10～19人」と回答した団体が46団体

（37％）と最も多く，「30人未満」の団体が7割以上にも

Fig.１　認証年

Year of Incorporation

Fig.2 活動開始年

Starting Year of Activities

Fig.3 所在地

Location

Fig.4 活動資金の調達方法

Funding Source

Fig.5 会員数

Number of Members
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なる（Fig.６）。

寄付も小さく，会費の源泉である会員数も少ないため，

財政規模も小さな団体が多い（Fig.７）。財政規模が年間

1,000万円以上の団体も1/4程度存在するが，500万円未

満の団体が半数以上を占める。また，活動開始年による差

をみると，やはり1999年以降に活動を開始した「若い団

体」の方が，財政規模の小さな団体が多いのがわかる

（Fig.８）。

流域圏環境管理活動を行っている団体の中には財政基盤

のしっかりした団体が一部には存在するものの，多くの団

体は（とりわけ若い団体は），財政規模が小さいのが実状

である。

２　パートナーシップ

NPOの活動に当たって必要なノウハウ，資金などは，

１つの団体・組織だけで充分まかなえるものではない。そ

こでNPOは様々な組織・団体とパートナーシップを組ん

で，自身の不十分な点を補う必要がある。パートナーシッ

プはNPOの活動を発展させていくための鍵を握っている

とさえいえる。

ａ　パートナーと連携内容

流域圏環境管理活動を行っていく上でのパートナーを次

の選択肢から選んでもらった（複数回答，Fig.９）。①他

のNPOや市民団体（以下，他のNPO），②自治会，③民間

企業，④市区町村役場（以下，市町村），⑤国や都道府県

の関係機関（以下，国・県），⑥大学・研究機関（以下，

大学等），⑦小中学校・高校（以下，小中高校），⑧農協，

⑨森林組合，⑩土地改良区，⑪その他，⑫連携なし。

NPOが流域圏環境管理活動を行っていく上でのパート

ナーとして多かったのは，市町村と他のNPOで，回答団

体の６割以上が連携している。一方，流域圏環境管理の実

効性を上げていくためには連携が必要と思われる農協，森

Fig.6 中心的メンバーの数

Number of Core Members

Fig.7 財政規模

Budget Scale

Fig.8 活動開始年と財政規模

Budget Scale by Starting Year 

Fig.9 連携相手

Partner

Fig.10 パートナーによる連携内容の特徴

Difference in Types of Partnership According to Partner
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林組合，土地改良区と連携している団体は少なく，いずれ

も連携している団体は１割未満である。

次に主なパートナーについて，その連携内容の特徴を示

す（Fig.10：各パートナーと連携している団体のうち，当

該連携内容で連携している団体の比率，複数回答）。民間

企業とは資金面での連携が，他のNPOや大学等とはノウ

ハウ・情報面での連携が多い。また，国・県とはノウハウ

情報面や資金面での連携が多く，小中高校とはノウハウ・

情報面や人材・労働力面での連携が，自治会とは人材・労

働力面での連携が多い。一方，市町村とは資材・土地・施

設面やノウハウ・情報面での連携が多いものの，資金面で

の連携も少なからずあり，連携内容が多方面にわたってい

る。

活動開始年とパートナーシップの関係を見てみると，

1998年以前に活動を開始した団体の方が総じてパートナ

ーシップが活発である（Fig.11）。特に差が顕著なのは，

他のNPO，民間企業，大学等との連携である。一方，市

町村との連携には活動開始時期による差がない。これは，

NPOが当初は市町村とのパートナーシップを中心に活動

を開始し，年数が経過するとともに，他のNPO，民間企

業，大学等とのパートナーシップが構築されていくことを

示していると思われる。

ｂ　最も頼りになるパートナー

現時点で最も頼りになるパートナーを１つだけ挙げても

らったが，多かったのは，他のNPO，市町村，国・県で

ある（Fig.12）。これらは，現時点でも連携している団体

が多いパートナーで（Fig.９），それをそのまま反映して

いるものと思われる。

ｃ　今後連携を図りたいパートナー

今後連携を図りたいパートナーを挙げてもらったが（複

数回答），他のNPOが最も多く，民間企業，大学等がそれ

に続く（Fig.13）。民間企業と大学等との連携は現時点で

Fig.13 今後連携したいパートナー

Expected Partner in future

Fig.12 最も頼りになるパートナー

Most Reliable Partner

Fig.11 活動開始年とパートナーシップ

Starting Year of Activities and Partnership

Fig.15 活動対象地域の分布範囲

（数字はNPO数）

Range of Activity Areas

Fig.14 活動対象地域の数

Number of Activity Areas



24 農業工学研究所技報　第202号 （2004）

は決して多くはないが（Fig.９），前者は資金面で，後者

はノウハウ・情報面で，今後の連携強化が期待されている

ものと思われる。

３　活動地域

NPOが流域圏環境管理活動を行う場合，１市町村で完

結するような小規模な河川流域から都道府県を越える大規

模な河川流域と，当該河川の規模によって活動範囲も様々

に変化する。したがって，流域圏環境管理に関わる団体す

べてが市町村や都道府県といった既存の行政界を越えて活

動しなければならないわけではない。しかし，下流域の都

市に多く存在するNPOが上流域の里山や棚田等を管理す

るためには，既存の行政界を超えて広範囲で活動する機会

が多くなると思われる。

そこで活動地域の数とその分布範囲を質問した。活動地

域の数は，２～４箇所の団体が60団体（49％）と最も多

かった（Fig.14）。また，活動地域の分布範囲は，「１つの

市町村の範囲内」が44団体（36％），「複数市町村にまた

がるが１都道府県の範囲内」が38団体（31％），「複数都

道府県にまたがる」が24団体（20％），「特定の地域を対

象としていない等，その他」が17団体（14％）という結

果で，都道府県を越えて活動している団体は全体の２割に

とどまった（Fig.15）。

アンケートでは，活動地域の中で最も力を入れている地

域の名称を記入してもらったが，その地域的分布（Fig.16）

はNPOの所在地（Fig.３）の分布と類似しており，関東地

域が最も多く，東海，近畿がそれに続く。また，回答団体

のうち約９割の団体が，所在都道府県と同一都道府県内の

活動フィールドを「最も力を入れている活動地域」として

挙げている。これは，大都市圏に多く存在するNPOが，

その所在地の近傍を中心に活動を展開していることを示

す。なお，最も力を入れている活動地域での活動回数を聞

いたところ，年10回以上という団体が最も多かった

（Fig.17）。

４　活動内容

アンケートでは流域圏環境管理に関わる活動内容とし

て，次の選択肢から選んでもらった（複数回答，Fig.18）。

①棚田における農作業や遊休農地の有効活用など，農地

の保全・管理に関する活動（以下，農地管理），②里山に

おける間伐，植林，枝打ち，下草刈り，炭焼きなど，森林

の保全・管理に関する活動（以下，森林管理），③河川・

水路・湖沼・海岸などにおける清掃や親水空間の整備，水

質調査など，水辺環境の保全・管理に関する活動（以下，

水辺管理），④希少生物や湿原の保護・育成，ビオトープ

づくり，生態系の調査・モニタリングなど，自然生態系の

保全・管理に関する活動（以下，生態系保全），⑤広報誌

の発行やシンポジウム等の開催など，環境教育や啓発など

Fig.16 活動地域

Activity Areas

Fig.17 活動回数

Frequency of Activity

Fig.18 活動内容

Details of Activities

Fig.19 活動開始年と活動内容

Details and Starting Year of Activities

管 
理�

管 
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に関する活動（以下，環境教育），⑥森林や水辺など自然

環境における遊びやレクリエーションの普及・啓発に関す

る活動（以下，イベント），⑦他の環境NPO法人の活動の

支援（以下，NPO支援），⑧その他。

環境教育あるいは水辺管理を行っている団体は全体の５

割以上と多いが，農地管理活動を行っている団体は少なく，

全体の２割であった。

活動開始時期による活動内容の差を見ると，1999年以

降に活動を開始した団体の活動内容は，環境教育が最も多

いのに対し，1998年以前に活動を開始した団体の活動内

容は，水辺管理，生態系保全も環境教育と同じくらい多い

（Fig.19）。

活動開始時期による活動内容の差に関しては，次の２と

おりの解釈が可能である。一つは活動を開始したときに流

行していた活動内容の差を反映しているという解釈で，い

ま一つはNPOの成長過程を表すという解釈である。

前者の解釈によれば，「最近は環境教育活動が（総合的

な学習の影響もあり）流行っているが，少し前までは水辺

環境や生態系の保全管理が環境活動（運動）の主流であっ

た。このため，最近活動を開始した団体は環境教育を活動

内容とすることが多くなり，少し前に活動を開始した団体

も従来から行っていた水辺環境や生態系の保全管理に加

え，最近流行っている環境教育活動も行うようになった」

ということになる。

また後者の解釈によれば，「NPOは当初フィールドが無

くても可能な環境教育から活動を着手し，時間の経過とと

もにフィールドを獲得し，水辺環境や生態系の保全管理と

いった実質的な環境管理に活動内容を広げていく」という

ことになる。

アンケート結果だけからは，どちらが妥当な解釈かを決

めることはできないが，最近活動を開始した団体には，特

定の活動フィールドを持たないような活動を行っている団

体が多いことは確かである。

５　自治会との関係

NPOと地元自治会との関係は，NPOによる環境管理を

NPO側の「独り善がり」や「自己満足」に終わらせずに，

地元からも評価されるような実効性ある活動にしていく上

で重要である。

Fig.20は，NPOと地元自治会との関係を示したもので

ある。「関係は良くない」と回答した団体こそ少なかった

が，「あまり関係ない」と回答した団体が最も多かった点

は注目される。地元自治会と関係を構築せずに流域圏環境

管理活動を行っている団体が相当数に上ることになる。

６　活動上の問題点と行政に対する期待

活動上最も問題となっている点を，「活動資金の不足」，

「人材・労力の不足」，「技術・方法の未熟」，「地域とのつ

ながりの弱さ」，「連携団体・組織がない」，「その他」，「特

に問題なし」の中から一つだけ選択してもらった。「活動

資金の不足」を挙げた団体が62団体（50％）と最も多く，

「人材・労力の不足」を挙げた団体が20団体（16％）と次

いで多かった（Fig.21）。「問題点を一つだけ」という質問

をすれば，やはり「活動資金の不足」を挙げる団体が多い。

さらに，行政に何を期待するかを明らかにするため，

「資金面での支援」，「情報面での支援」，「技術面での支援」，

「コーディネータとしての支援」といった４つの項目に１

～４位までの順位をつけてもらった。「活動資金の不足」

を活動上の問題点として挙げる団体が多いことと関連し，

行政に対する期待も「資金面での支援」に１位をつけた団

体が最も多かった（Table１）。その一方で，情報面やコ

ーディネータとしての期待も少なからずあった。

Ⅳ 発展のための課題と条件

１　発展のための課題

以上の分析結果から，今後NPOによる流域圏環境管理

Fig.20 自治会との関係

Relationship with Residents' Associations

Fig.21 活動上の問題点

Problem of Activities

Table１ 行政に対する期待

Expectation for Government

１位
２位
３位
４位

資金面
67
14
7
8

情報面
14
32
41
9

技術面
3
26
30
37

コーディネート
12
24
18
42
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が発展するためには，次の点が課題になると考える。

①流域圏単位に環境管理を行うことの意味は，既存の行

政界を越えて上下流域の住民が連携する点にある。ところ

が，流域圏環境管理に関わるNPOの多くは大都市および

その周辺に存在し，活動地域も所在地の近傍が多く，活動

範囲も比較的狭い団体が多かった。そこで，どのようにす

れば都市に多く存在するNPOが既存の行政界を越えて上

流域の農村で活動していくことができるようになるかが第

一の課題となる。

②流域圏単位で活動する場合（つまり，既存の行政界を

越えて広域で活動する場合），旅費やネットワーク構築の

ための事務局経費（主に人件費）など，必要経費が大きく

なると思われる。ところが流域圏環境管理に関わるNPO

も，我が国のNPO一般に指摘されているように財政力は

弱かった。また，活動上の問題点として「活動資金の不足」

を挙げた団体がずば抜けて多かった。そこで，活動資金を

どのように獲得していくかが第二の課題となる。

③NPOによる流域圏環境管理の実効性を高めるために

は，活動地域の住民と良好な関係を築いて住民のニーズに

適合した活動を行うか，あるいは活動内容に関して住民の

理解を得て活動する必要がある。しかし，地元自治会との

良好な関係を構築せずに活動している団体が相当数あっ

た。そこで，どのようにすればNPOと活動地域の自治会

とが良好な関係を築いていけるのかが第三の課題となる。

いずれの課題に関しても，解決の鍵を握るのはパートナ

ーシップであろう。NPOにとってパートナーこそが，会

費収入以外の資金源であり，ノウハウ・情報の提供者であ

り，活動現地や別のパートナーとの仲介者だったりするの

である。

そこでアンケートデータのクロス集計を行うことによっ

て，どのようなパートナーと連携している団体が①既存の

行政界を越えて広範囲に活動しているのか，②財政規模が

大きいのか，③自治会と良好な関係を築いているのかを明

らかにする。

２　活動範囲とパートナーシップ

「活動地域の分布が１市町村内で完結している団体」，

「市町村をまたぐが１都道府県内で完結している団体」，

「都道府県を越えて広範囲で活動している団体」のパート

ナーシップの特徴を比較した（Fig.22）。他のNPO，国・

県との連携は，活動範囲が広がるほど多くなるが，自治会

との連携は逆に少なくなる。また，都道府県を越える広範

囲で活動している団体は，その他の団体と比べて民間企業，

大学等との連携が多い。一方，市町村，小中高校との連携

は活動範囲による差がない。

都道府県を越える広範囲で活動する団体のパートナーと

して民間企業が多いのは，広範囲で活動する団体の方が資

金をより必要としているためと思われる。また，活動範囲

が広がるにつれ，連携する行政組織も，国・県のウェート

が高まることは当然のことと思われる。一方，都道府県を

越えて活動している団体で，大学等と連携している団体が

多いのは，広範囲で活動している団体の活動内容と関係が

あるものと思われる。

そこで活動範囲による活動内容の違いを比較した。都道

府県を越えて活動する団体は，環境教育，生態系保全を行

Fig.22 活動範囲によるパートナーの特徴

Range of Activity Area and Partnership

Fig.23 活動範囲による活動内容の特徴

Range of Activity Area and Details of Activities

Fig.24 財政規模とパートナーシップ

Budget Scale and Partnership
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っている団体が多い（Fig.23）。パートナーとして大学等

が多かったのは，生態系保全や環境教育といった活動がよ

り専門的な知識を必要し，そのため大学等との連携が多く

なったためと考える。

生態系保全や環境教育活動を行う団体は，活動の性格上，

既存の行政界にとらわれることなく，都道府県を越えるよ

うな範囲で活動する可能性がある。その場合，専門的知識

やノウハウを他のNPOや大学等との連携によって得るこ

Fig.25 資金協力団体による財政力の差

Budget Scale and Funding Source

Fig.26 資金協力相手による活動内容の特徴

Funding Source and Details of Activities

Fig.27 自治会との関係とパートナー

Partnership and Relationship with Residents'

Associations

とが，活動を発展させるためには有効であることを示す。

３　財政力とパートナーシップ

ａ　財政力とパートナーシップの活発さ

回答団体のうち，財政力が強い団体と弱い団体のパート

ナーシップや活動内容を比較することによって，財政力が

強い団体の特徴を明らかにし，NPOが財政力を高めるた

めの条件を明らかにする。

回答団体のうち相対的に財政力が大きい年間500万円以

上の団体と500万円未満の団体のパートナーシップを比較

した（Fig.24）。財政力の強い団体の方が総じてパートナ

ーシップが活発で，財政規模とパートナーシップの活発さ

とには強い関係があることがわかる。これは，パートナー

シップによってNPOの財政力が強化され，強化された財

政力によってパートナーシップがさらに活性化するためと

思われる。

ｂ　資金面でのパートナー

Fig.10で示したように資金面では，民間企業，国・県，

市町村の３者との連携が多かった。そこで，民間企業，

国・県，市町村と資金面で連携している団体とそうではな

い団体との財政力を比較した（Fig.25）。３者と資金面で

連携している団体の方が，そうではない団体よりも明らか

に財政力が強い。したがって流域圏環境管理に関わる

NPOは，企業，国・県，市町村とパートナーを組むこと

によって財政力を強化し，強化された財政力によって他の

NPOや小中高校等，その他のパートナーとの連携を一層

強めているものと推察される。

ｃ　活動内容による資金協力

NPOに資金協力しているパートナーも，資金協力する

か否かはNPOの活動内容に基づいて判断すると考える。

そこで，民間企業，国・県，市町村と資金協力関係にある

団体の活動内容を比較すると以下のとおりになる

（Fig.26）。

①民間企業が資金協力している団体では，環境教育を行

っている団体が多く，生態系保全，水辺管理，イベントが

それに続く。②市町村が資金協力している団体は，森林管

理，水辺管理を行っている団体が多く，イベント，環境教

育がそれに続く。③国・県が資金協力している団体はイベ

ントが多く，水辺管理，環境教育，生態系保全がそれに続

く。したがって現在資金不足の問題を抱えている団体は，

環境教育，生態系保全活動を行う団体であれば民間企業あ

るいは国・県と，森林管理を行う団体であれば市町村と，

水辺管理活動を行う団体であれば市町村あるいは国・県

と，イベント活動を行う団体であれば国・県あるいは市町

村と連携することによって，財政力を強化できる可能性が

高いといえる。
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４　自治会との関係とパートナーシップ

NPOによる流域圏環境管理の実効性を高めるためには，

活動地域の住民と良好な関係を築いて住民のニーズに適合

した活動を行うか，あるいは活動内容に関して住民の理解

を得て活動する必要がある。もちろんパートナーシップま

で組むべきかどうかは，NPO法人の活動目的・内容によ

ってケースバイケースであるが，少なくとも，NPO法人

とその活動地域の自治会は良好な関係にあるべきだと考え

る。

既にFig.20に示したように，アンケートでは活動地域の

自治会との関係を質問したが，①「自治会といっしょに活

動している」が18％，②「自治会といっしょに活動して

いないが，メンバーとの交流はあり関係は良好である」が

27％，③「自治会とはあまり関係をもっていない」が

45％，④「活動に当たって，自治会と意見が異なるなど，

あまり関係は良くない」が２％と，自治会とはあまり関係

を持たずに活動している団体が最も多かった。

そこで，選択肢①または②を回答した団体（以下，「関

係良好」団体と呼ぶ）と選択肢③または④を回答した団体

（以下，「関係無・悪」団体と呼ぶ）を比較することによっ

て，自治会と良好な関係を築いている団体の特徴を明らか

にする。

Fig.28 自治会との関係と活動内容

Details of Activities and Relationship

with Residents' Associations

Table2 NPOによる流域圏環境管理を発展させるためのパートナ－シップ

Partnership for Promoting Basin Environment Management by NPOs

発展方向

広域で活動するため

財政力を強化するため

自治会と良好な関係を

構築するため

活動内容

生態系保全，環境教育

森林管理，水辺管理

生態系保全，環境教育

イベント

森林管理，水辺管理

生態系保全，環境教育

パートナー

他のNPO

◎

自治会

◎

◎

民間企業

○

○

◎

○

市町村

◎

○

○

◎

○

国・県

○

○

○

◎

大学等

◎

小中高校

○

◎

ａ　自治会と良好な関係にある団体のパートナーシ

ップの特徴

自治会とNPOが良好な関係を構築するためには，自治

会とNPOを仲介するようなパートナーの存在が必要とな

る。Fig.27は「関係良好」団体と「関係無・悪」団体のパ

ートナーシップの実態を比較したものである。

「関係良好」団体の多くが連携しているのは，市町村，

他のNPO，国・県，自治会，小中高校である。このうち

自治会とパートナーシップの関係にある団体が，自治会と

良好な関係にあるのは当然である。そのほかのパートナー

では，他のNPOや国・県は「関係無・悪」団体も「関係

良好」団体と同程度の比率で連携しているのに対し，市町

村，小中高校との連携に関しては「関係良好」団体と「関

係無・悪」団体に顕著な差

がある。したがって，「自

治会との関係」と「市町村

や小中高校との連携」には

何らかの関係があるものと

思われる。

このデータだけでは，①

市町村や小中高校と連携し

ている団体が，そうでない

団体よりも自治会との関係

が良好になる傾向にあるのか，逆に②自治会との関係が良

好な団体が，そうでない団体よりも市町村や小中高校と連

携する傾向にあるのか，わからない。もし前者であれば，

市町村や小中高校に，NPOと自治会の仲介者としての役

割が期待できることとなる。

ｂ　自治会との関係と活動内容

活動内容によって自治会との関係も異なると思われる。

そこで，「関係良好」団体と「関係無・悪」団体の活動内

容を比較した（Fig.28）。「関係良好」団体は，水辺管理，

森林管理活動が多いのに対し，「関係無・悪」団体は環境

教育，生態系保全が多い。これは，里山などの森林管理や

河川などの水辺管理が，活動地域の住民の理解を得やすく，

地域住民と共同作業を行う機会が多い活動であるのに対

し，生態系保全や環境教育は，NPOの活動目的が地域住

民の理解を得られないケースがあるためと考える。

こういった場合，NPO法人と自治会とを結ぶ仲介者と

して期待できるパートナーは小中高校であろう。環境教育，

生態系保全活動を行っている団体も，自然生態系を題材と

した総合的な学習を支援し，児童・生徒を通じて地域住民

（大人）との関係を構築していけば，自治会との良好な関

係が築かれ，それがパートナーシップにも発展するものと

考える。
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５．ＮＰＯによる流域圏環境管理を発展させるためのパ

ートナーシップ

NPOの発展方向は，その活動目的・内容によって様々

である。したがって，財政規模が小さくても構わない場合

もあるし，地元自治会と良好な関係を構築しなくてもよい

場合もある。しかし，最近活動を開始したNPOが多い状

況で，「もっと活動資金がほしい」，「現在のところ活動地

域の自治会と関係を持たずに活動を行っているが，できれ

ば自治会と良好な関係を構築したい」，「生態系保全活動や

環境教育関係の活動をより発展させたいが，専門的知識や

ノウハウがなくて困っている」という団体も少なからず存

在すると思われる。そこで，これまでの分析に基づいて，

NPOによる流域圏環境管理をより発展させるためのパー

トナーシップのあり方を仮説として提示すると次のように

なる（Table２）。

①生態系保全や環境教育活動を行う団体は，活動の性格

上，既存の行政界にとらわれることなく，都道府県を越え

るような大規模河川の流域で活動する可能性がある。その

場合，専門的知識やノウハウを他のNPOや大学等との連

携によって得ることが有効である。

②活動資金の獲得には民間企業，市町村，国・県との連

携が有効である。ただし，活動内容によって資金協力の得

られやすさの差があり，森林管理や水辺管理であれば市町

村，生態系保全や環境教育であれば民間企業，イベントで

あれば国・県の資金協力がより得やすい。

③生態系保全等の活動は，活動地域の住民の理解を必ず

しも得られるとはかぎらない。そういった場合，総合的な

学習の支援などを行い，小中高校の児童・生徒を通じて，

地域住民の理解を得，自治会との関係をパートナーシップ

へと発展させることが可能である。

Ⅵ 結　言

本論文では，流域圏環境管理に関わるNPOのパートナ

ーシップの実態とパートナーシップによって成長・発展し

ていくための道筋を一定程度示せたと考える。

しかし，NPOが成長していくためには，やはり資金協

力，専門的知識・情報の提供，活動現地とのコーディネー

トといった面で，市町村や都道府県，国などの行政組織が

果たす役割は大きいと考える。現在，自然再生推進法関連

の事業制度が展開されつつあるが，パートナーとしての行

政組織が果たすべき役割やNPOを支援するための事業制

度のあり方を，明らかにしていく必要がある。

また，今回のアンケート調査では，土地改良区，農協，

森林組合と連携して活動しているNPO法人が予想よりも

少なかった。流域圏環境管理の実効性を上げていくために

は，これらの組織・団体との連携が鍵を握ると思われる。

そこで，土地改良区や農協，森林組合といった，流域圏の

環境管理に密接なかかわりのある団体・組織の役割・あり

方も検討していく必要がある。

これらの点は，今後，事例調査を行うことによって解明

していきたい。
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Present Situation of Basin Environment Management by Non-profit

Organizations

：From Questionnaire Surveys for NPOs

Narufumi FUKUYO, Hironori YAGI,Yoshitomi TSUTSUI

Nobuo MITSUHASHI, Motohiro KAMATA

The function of communities has been decreasing because of depopulation and aging of the society

upstream (hilly and mountainous areas) and because of mixture of residents downstream (suburban neighbor-

hoods). In addition, there have been cases where community residents cannot implement basin environment

management of rivers, water facilities, terrace rice paddies, and coppice forests alone. On the other hand, in

recent years, non-profit organizations are playing important roles in basin management; also, NPOs are being

considered as new key players of such a management system. Thus, we intend to clarify the present situation

of basin management by NPOs by conducting a questionnaire survey. Results are as follows.

1.   Many organizations have started activities recently. Such "young organizations" have a few partnerships

and fiscal power; in many cases, they have no fields of activities. 

2.   A strong relationship has been found between vitality of partnership and budget scale. 

3.   Many organizations that establish good relationship with residents' association in the areas of their activity

have coordinators such as municipalities or schools.

In order to strengthen basin environment management by NPOs, it is necessary to establish partnerships

between NPOs and other partners and residents' association.

Keywords：NPO, Basin Environment Management, Partnership, Residents' Association, Questionnaire Survey

Summary
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NPOによる流域圏環境管理に関するアンケート

Ⅰ 組織について

１．特定非営利活動法人に認定された年はいつですか？ （平成　　　　　　　　　　年）

２．組織として活動を開始した年はいつですか？　 （平成・昭和　　　　　　　年）

３．組織（事務局）の所在地はどこですか？　都道府県名と市区町村名をご記入下さい。

（ 都道府県　　　　　　　　　　市区町村）

４．財政規模（年間）はどれくらいですか？　次の中から１つ選んで○をつけてください。

①100万円未満　　　　②100万円以上500万円未満　　　③500万円以上1,000万円未満

④1,000万円以上3,000万円未満　　　　⑤3,000万円以上5,000万円未満

⑥5,000万円以上1億円未満　　　　　　⑦１億円以上

５．活動資金は、どのように調達していますか？　次の中から主なものを３つまで選んで○をつけて

ください。 ※「主なもの」の目安は３割以上

①個人会員からの会費

②企業や各種団体などの賛助会員からの会費

③企業や各種団体からの寄付金

④行政からの補助金

⑤活動や事業からの収入（行政からの補助金は除く）

⑥その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６．会員数（会費を納入している個人会員）は何人ですか？

（ 人）

７．実際に中心的に活動している会員は何人ぐらいですか？

（ 人）

付　録
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Ⅱ パートナーシップについて

１．活動に当たっては、どのような団体・機関の人たちと連携していますか？

次の中から、該当するもの全ての番号に○をつけて下さい。

さらに○をつけた団体・機関について、どういった面での連携か、下の枠内のａ～fから選んで括

弧の中に記入して下さい。

記入例　　　③ 民間企業（ｂ　ｄ　　）

①他の市民団体・NPO（ ）

②自治会（子供会・婦人会などの下部組織も含む）（ ）

③民間企業（ ） ④市区町村役場（ ）

⑤国・都道府県の関係機関（ ） ⑥大学・研究機関（ ）

⑦小中学校・高校（ ） ⑧農協（ ）

⑨森林組合（ ） ⑩土地改良区（ ）

⑪その他＜具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＞（ ）

⑫ほかの団体・機関とは連携していない

ａ．資金の補助・援助　　　　　　　　　ｂ．資材や土地、施設の提供（貸与も含む）

ｃ．ノウハウや情報の提供　　　　　　　ｄ．人材・労働力の提供

ｅ．社会的信用の提供　　　　　　　　　ｆ．その他

２．活動を行っていく上で、現在、もっとも頼りになる団体・機関はどれですか？　次の中から１つ

選んで○をつけて下さい。

①他の市民団体・NPO ②自治会（子供会・婦人会などの下部組織も含む）

③民間企業　　　④市区町村役場　　　⑤国・都道府県の関係機関　　⑥大学・研究機関

⑦小中学校・高校　　　　⑧農協　　　　⑨森林組合　　　　　⑩土地改良区

⑪その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　）

⑫ほかの団体・機関とは連携していない

３．現在は連携していないが、今後、連携したいと考えている団体・機関はどれですか？　次の中か

ら該当する団体・機関全てに○をつけて下さい。

①他の市民団体・NPO ②自治会（子供会・婦人会などの下部組織も含む）

③民間企業　　　④市区町村役場　　　⑤国・都道府県の関係機関　　⑥大学・研究機関

⑦小中学校・高校　　　　⑧農協　　　　⑨森林組合　　　　　⑩土地改良区

⑪その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　）

⑫今後、新たに連携したい団体・機関はない。
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Ⅲ 活動対象地域について

１．活動対象地域（実際に環境管理を行っている地域）の分布範囲を教えて下さい。

次の中から１つ選んで○をつけて下さい。

①１つの集落・町内会の範囲に全てある。

②１つの市区町村内に全てある。

③複数の市区町村にまたがるが、１都道府県内に全てある。

④複数都道府県にまたがる。

⑤特定の地域を対象に活動していない。

２．活動対象地域（実際に環境管理を行っている地域）の数を教えて下さい。

次の中から１つ選んで○をつけて下さい。

①１カ所　　②２カ所以上５カ所未満　　③５カ所以上10カ所未満　　④10カ所以上

⑤特定の地域を対象に活動していない。

３．活動対象地域のうち、最も力を入れている地域を１つだけ選んでいただき、その都道府県名、市

区町村名、流域名をご記入下さい。

なお、流域名は活動地域を流れている河川の名前で結構です。また、海岸や湖沼等における活動

の場合は、湾や湖沼等の名前をご記入下さい。

※特定の地域を対象に活動していない団体は記入していただかなくて結構です。

（ 都道府県　　　　　　　　　　市区町村　　　　　　　　　　流域）

４．３．で挙げた地域での１年間（昨年度）の活動回数（実際の環境管理活動の回数です。準備のた

めの会合等は除きます）をお教えください。

次の中から１つ選んで○をつけてください。

※特定の地域を対象に活動していない団体は記入していただかなくて結構です。

①１回　　　②２回以上４回以下　　　③５回以上９回以下　　　④10回以上

Ⅳ 活動内容

１．活動内容を教えて下さい。次の中から該当するもの全てに○をつけて下さい。
①棚田における農作業や遊休農地の有効活用など、農地の保全・管理に関する活動

②里山における間伐、植林、枝打ち、下草刈り、炭焼きなど、森林の保全・管理に関する活動

③河川・水路・湖沼・海岸などにおける清掃や親水空間の整備、水質調査など、水辺環境の保全・管理に関す

る活動

④希少生物や湿原の保護・育成、ビオトープづくり、生態系の調査・モニタリングなど、自然生態系の保全・

管理に関する活動

⑤広報誌の発行やシンポジウム等の開催など、環境教育や啓発などに関する活動

⑥森林や水辺など自然環境における遊びやレクリエーションの普及・啓発に関する活動

⑦他の環境NPO法人の活動の支援

⑧その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



34 農業工学研究所技報　第202号 （2004）

２．最も力を入れている活動、あるいは「他とは違う」と思われる活動について、内容をできるだけ

具体的にご記入ください。

３．活動していて最も問題となっている点は何ですか？　次の中から１つだけ選んで○をつけてくだ

さい。

①活動資金が不足している。 ②人材・労力が不足している。

③技術や方法に関して未熟である。 ④活動対象地域とのつながりが弱い。

⑤連携して活動する団体・組織がない。 ⑥その他（具体的に　　　　　　　　　　　　）

⑦いまのところ特に問題はない。

Ⅴ 活動対象地域の自治会との関係

活動対象地域の自治会（子供会・婦人会などの下部組織も含む）との関係はいかがですか？　次の中

から１つ選んで○をつけてください。

①自治会といっしょに活動している。

②自治会といっしょに活動していないが、メンバーとの交流はあり、関係は良好である。

③自治会とはあまり関係をもっていない。

④活動に当たって、自治会と意見が異なるなど、あまり関係は良くない。

⑤その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅵ 行政に対する期待

国・都道府県・市区町村など、行政に対してどのような点を強く期待しますか？　次の選択肢につい

て、期待の強い順に１～４の順位をつけてください。

（ ）環境保全活動への補助金の交付など、資金面での支援を期待する。

（ ）当該地域の環境の実態や各種データの提供など、情報面での支援を期待する。

（ ）管理技術やモニタリング技術の研修やアドバイスなど、技術面での支援を期待する。

（ ）地域社会や他のNPOとの仲介など、コーディネーターとしての支援を期待する。

何でも結構です。ご意見等があれば、ご記入下さい。

アンケート結果をお知らせするなど、今後の情報交換に役立てようと考えています。

差し支えなければ、団体名と連絡先をご記入下さい。

ご協力ありがとうございました。

※「お願い」のメモ欄もご活用下さい。

※「お願い」のメモ欄もご活用下さい。

団体名　　　　　　　　　　　　連絡先
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